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議案第５２号 

 

御殿場市教育支援センター設置条例制定について 

 

 御殿場市教育支援センター設置条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

   御殿場市教育支援センター設置条例 

 

 （設置） 

第１条 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

（平成２８年法律第１０５号）第２条第３号に規定する不登校児童生徒に対する教育機

会の確保等に資するため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第３０条の規定に基づき、御殿場市教育支援センター（以下「教育支援セ

ンター」という。）を設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 教育支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

御殿場市教育支援センター 御殿場市板妻１０１番地の６ 

 （管理及び運営） 

第３条 教育支援センターは、御殿場市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が管理

し、運営する。 

（業務） 

第４条 教育支援センターは、次に掲げる業務を行う。 

 (1) 教育支援センターの入級相談に関すること。 

 (2) 教育支援センターに通級する児童生徒の適応指導及び活動支援に関すること。 

 (3) 不登校児童生徒及びその保護者の教育相談に関すること。 

 (4) 関係機関との連携に関すること。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認めること。 

（職員） 

第５条 教育支援センターに所長その他の必要な職員を置く。 
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２ 前項の職員は、教育委員会事務局職員をもって充てることができる。 

 （委任） 

第６条 この条例の施行に関し、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５３号 

 

御殿場市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定について 

 

御殿場市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

   御殿場市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 御殿場市国民健康保険税条例（昭和３１年御殿場市条例第２５号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第３項ただし書及び第２３条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

 第２３条に次の１項を加える。 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に令第５６条の８９第４項に規定する出産被保険

者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合における当該納税義務者に対して課

する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合

にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額

から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額と

する。 

(1) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被保険者につ

き第３条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出

産の予定日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定める場合には、出産の日。以

下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、

３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。）のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(2) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 当該出産被保

険者につき第４条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を

減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１

の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た

額 

(3) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額 当該出
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産被保険者につき第６条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(4) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額  

当該出産被保険者につき第７条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）

の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 

(5) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額 当該出産被保険

者につき第８条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(6) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割額 当該出

産被保険者につき第９条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する

金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２

分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じ

て得た額 

第２４条の２の次に次の１条を加える。 

 （出産被保険者に係る届出） 

第２４条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場合には、

次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項

に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

(2) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

(3) 出産の予定日 

(4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

(5) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を添えなければなら

ない。 

(1) 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

(2) 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類 

(3) 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と当該出産に係る

子との身分関係を明らかにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行うことがで

きる。 
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４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同項各号に掲げる事

項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認することができる場

合は、第１項の規定による届出を省略させることができる。 

第２５条の次に次の２条を加える。 

（国民健康保険税の納税管理人） 

第２５条の２ 国民健康保険税の納税義務者は、市内に住所又は居所を有しない場合にお

いては、市の区域内に住所若しくは居所を有する者（独立の生計を営むものに限る。）

のうちから納税管理人を定め、これを定める必要が生じた日から１０日以内に納税管理

人申告書を市長に提出し、又は市の区域外に住所若しくは居所を有する者（独立の生計

を営むものに限る。）のうち納税に関する一切の事項の処理につき便宜を有するものを

納税管理人として定めることについて納税管理人承認申請書を市長に同日から１０日以

内に提出してその承認を受けなければならない。納税管理人を変更し、又は変更しよう

とする場合その他納税管理人申告書又は納税管理人承認申請書に記載した事項に異動を

生じた場合においても、また同様とし、その提出期限は、その異動を生じた日から１０

日を経過した日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該納税義務者は、当該納税義務者に係る国民健康保険税

の徴収の確保に支障がないことについて市長に申請書を提出してその認定を受けたとき

は、納税管理人を定めることを要しない。この場合において、当該申請書に記載した事

項に異動を生じたときは、その異動を生じた日から１０日以内にその旨を市長に届け出

なければならない。 

（国民健康保険税の納税管理人に係る不申告に関する過料） 

第２５条の３ 前条第２項の認定を受けていない国民健康保険税の納税義務者で同条第１

項の承認を受けていないものが同項の規定によって申告すべき納税管理人について正当

な事由がなくて申告しなかった場合においては、その者に対して１０万円以下の過料を

科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限は、その

発付の日から１０日以内とする。 

 附則第３項中「同項」を「同条第１項」に改める。 

 附則第１１項及び第１２項中「第２３条第１項の」を「第２３条の」に改める。 

 附則に次の１項を加える。 

（令和６年度分及び令和７年度分における特例） 

１６ 令和６年度分及び令和７年度分における第４条、第７条、第９条、第２３条第１項

第１号ア、ウ及びオ、同項第２号ア、ウ及びオ、同項第３号ア、ウ及びオ並びに同条第
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２項に規定する額は、それぞれ２分の１の額とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２３条に１項を加える改正

規定及び第２４条の２の次に１条を加える改正規定は、令和６年１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 第２条第３項ただし書及び第２３条第１項の改正規定、附則第３項の改正規定並びに

附則第１１項及び第１２項の改正規定は、令和６年度以後の年度分の国民健康保険税に

ついて適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

３ 第２３条に１項を加える改正規定及び第２４条の２の次に１条を加える改正規定は、

令和５年度分の国民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年

度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分の国民健康保険税のう

ち令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの国民健康保険税につい

ては、なお従前の例による。 
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議案第５４号 

 

御殿場市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例制定について 

 

御殿場市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美       

 

   御殿場市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例 

 

 御殿場市自転車等駐車場条例（平成４年御殿場市条例第２２号）の一部を次のように改

正する。 

 第２条中「規定する自転車」の次に「、同法第１７条第３項に規定する特定小型原動機

付自転車」を加える。 

 第３条の表御殿場駅箱根乙女口自転車等駐車場の項の次に次のように加える。 

南御殿場駅自転車等駐車場 御殿場市竈７０２番地の３ 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５５号 

 

御殿場市森林公園条例の一部を改正する条例制定について 

 

 御殿場市森林公園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

御殿場市森林公園条例の一部を改正する条例 

 

御殿場市森林公園条例（平成１７年御殿場市条例第２４号）の一部を次のように改正す

る。 

第７条第１項第１号中オを削り、カをオに、キをカに改める。 

 第９条第１項中「施設利用者のうち」を「施設利用者は」に改め、「有料施設を利用する

者は、」を削る。 

 別表を次のように改める。 

別表（第９条関係） 

利用料金上限額 

区分 内容 
金額 

単位 通常 市民 

乙女森林公

園第１及び

乙女森林公

園第２共通 

大人 入場料 １人 1,000 円 500 円 

子ども（高校生以下） 入場料 １人 500 円 0 円 

貸出しテント １張 １張 4,000 円 2,000 円 

乙女森林公

園第１ 

バーベキュー炉 １炉 １時間 1,000 円 500 円 

ロッジ １室 １泊 14,000 円 7,000 円 

バンガロー １棟 １泊 12,000 円 6,000 円 

テントサイト（駐車場 

あり） 
１区画 １泊 2,000 円 1,000 円 

 テントサイト（駐車場 

なし） 
１区画 １泊 1,000 円 500 円 
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乙女森林公

園第２ 

コテージＡ １棟 １泊 17,000 円 8,000 円 

コテージＢ １棟 １泊 21,000 円 10,000 円 

コテージＣ １棟 １泊 25,000 円 12,000 円 

テントサイト（区画割） １区画 １泊 5,000 円 2,000 円 

備考 

１ 就学前の者は、入場料を無料とする。 

２ 「１泊」とは、午後１時から翌日の午前１１時までの利用をいう。 

３ ロッジ、バンガロー及びコテージの１泊の利用料金には、布団の貸出料金を含む。 

４ 連泊して使用する場合は、当該期間中の午前１１時から午後１時までの利用料 

金を無料とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（使用料又は利用料金に係る経過措置） 

２ この条例による改正後の料金の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る使用料

又は利用料金について適用し、同日前の利用に係る使用料又は利用料金については、な

お従前の例による。 
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議案第５６号 

 

御殿場市上水道事業給水条例等の一部を改正する条例制定について 

 

 御殿場市上水道事業給水条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

御殿場市上水道事業給水条例等の一部を改正する条例 

 

（御殿場市上水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 御殿場市上水道事業給水条例（平成１０年御殿場市条例第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

  第５条第１項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

  第２４条第１項及び第２９条中「に１００分の１１０を乗じて得た額」を削る。 

 第３４条第２項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

第３７条第１項第１号中「厚生省令」を「国土交通省令」に改める。 

別表第１中 

 「 

 ９５０円 １０㎥を超え３０㎥まで １２０円 

３０㎥を超え５０㎥まで １３０円 

５０㎥を超え１００㎥まで １４０円 

１００㎥を超えるもの １５０円 

１，３００円 

１，７００円 

４，１００円 １０㎥を超え３０㎥まで １６０円 

３０㎥を超え５０㎥まで １７０円 

５０㎥を超え１００㎥まで １８０円 

１００㎥を超えるもの １９０円 

６，０００円 

１０，０００円 

２３，０００円 

３，５００円 １００㎥を超えるもの ３５円 

」を 

「  

１，０４５円 １０㎥を超え３０㎥まで １３２円 
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１，４３０円 ３０㎥を超え５０㎥まで １４３円 

５０㎥を超え１００㎥まで １５４円 

１００㎥を超えるもの １６５円 
１，８７０円 

４，５１０円 １０㎥を超え３０㎥まで １７６円 

３０㎥を超え５０㎥まで １８７円 

５０㎥を超え１００㎥まで １９８円 

１００㎥を超えるもの ２０９円 

６，６００円 

１１，０００円 

２５，３００円 

３，８５０円 １００㎥を超えるもの ３８円５０銭 

」に改める。 

別表第２中 

 「 

  ４０，０００円 

１００，０００円 

２００，０００円 

４００，０００円 

７００，０００円 

１，３００，０００円 

市長が定める額 

」を 

 「 

４４，０００円 

１１０，０００円 

２２０，０００円 

４４０，０００円 

７７０，０００円 

１，４３０，０００円 

市長が定める額 

」に改める。 

附則第１２項を附則第１３項とし、附則第１１項を附則第１２項とし、附則第１０項

を附則第１１項とし、附則第９項の次に次の１項を加える。 

１０ 令和６年３月から令和９年２月までの間において徴収すべき料金は、第２４条第

１項の規定にかかわらず、１月につき別表第１の基本料金と従量料金との合計額から

当該額に１００分の５を乗じて得た額を減じた額（１円未満の端数がある場合は、そ
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の端数を切り捨てた額）とする。 

（御殿場市簡易水道給水条例の一部改正） 

第２条 御殿場市簡易水道給水条例（平成１０年御殿場市条例第２０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第５条第１項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

 第２４条第１項及び第２９条中「に１００分の１１０を乗じて得た額」を削る。 

 第３４条第２項及び第３７条第１項第１号中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に

改める。 

別表第１中 

「 

６８０円 １０㎥を超える分１㎥につき８０円 

９６０円 

１，３００円 １０㎥を超える分１㎥につき１００円 

３，２００円 

４，７００円 １０㎥を超える分１㎥につき１４０円 

８，０００円 

１８，０００円 

」を 

「 

７４８円 １０㎥を超える分１㎥につき８８円 

１，０５６円 

１，４３０円 １０㎥を超える分１㎥につき１１０円 

３，５２０円 

５，１７０円 １０㎥を超える分１㎥につき１５４円 

８，８００円 

１９，８００円 

」に改める。 

別表第２中 

 「 

３６，０００円 

９０，０００円 

１８０，０００円 

３６０，０００円 
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６３０，０００円 

１，１７０，０００円 

市長が定める額 

」を 

 「 

３９，６００円 

９９，０００円 

１９８，０００円 

３９６，０００円 

６９３，０００円 

１，２８７，０００円 

市長が定める額 

」に改める。 

（御殿場市工業用水道事業給水条例の一部改正） 

第３条 御殿場市工業用水道事業給水条例（昭和６０年御殿場市条例第２５号）の一部を

次のように改正する。 

第２５条中「に１００分の１１０を乗じて得た額」を削り、同条第１号中「３７円」

を「４０円７０銭」に改め、同条第２号中「７４円」を「８１円４０銭」に改める。 

   附 則 

この条例は、次の各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中附則の改正規定 令和６年３月１日 

(2) 前号以外の改正規定 令和６年４月１日 
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議案第５７号 

 

御殿場市立西学校給食センター備品（調理室厨房機器）の取得について 

 

 御殿場市立西学校給食センター備品（調理室厨房機器）について、次のとおり取得した

いので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年御

殿場市条例第５号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

１ 取 得 物 件  御殿場市立西学校給食センター備品（調理室厨房機器） 

 

２ 取 得 の 方 法  指名競争入札 

 

３ 取 得 金 額  ７１，５００，０００円 

 

４ 契約の相手方  静岡県三島市安久６５２番地の３ 

          東静調理機株式会社 

          代表取締役 中村 雅史 
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議案第５８号 

 

板妻南工業団地開発第３期事業地内の用地処分について 

 

 板妻南工業団地開発第３期事業に係る土地を次のとおり処分したいので、議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年御殿場市条例第５号）第

３条の規定により、議決を求める。 

 

  令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

１ 処分の目的 

  板妻南工業団地開発第３期事業地内の用地を進出企業に処分するため 

 

２ 処分する土地の所在、地目、地積及び金額 

  所  在：御殿場市板妻字舟久保７３５番１ 

  地  目：宅地 

  地  積：１８，６８１．３６平方メートル 

  金  額：４６３，２９７，７２８円 
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議案第５９号 

 

御殿場市営駅南駐車場の指定管理者の指定について 

 

御殿場市営駅南駐車場の指定管理者について、次のとおり指定したいので、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項及び御殿場市公の施設の指定管理者の

指定手続等に関する条例（平成１７年御殿場市条例第１４号）第５条の規定により、議会

の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

１ 施設の名称  御殿場市営駅南駐車場 

 

２ 指定管理者  御殿場市川島田１４４６番地の２４ 

         御殿場総合サービス株式会社 

         代表取締役 岸 泰弘 

 

３ 指定の期間  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 
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議案第６０号 

 

御殿場市総合体育施設の指定管理者の指定について 

 

御殿場市総合体育施設の指定管理者について、次のとおり指定したいので、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項及び御殿場市公の施設の指定管理者の

指定手続等に関する条例（平成１７年御殿場市条例第１４号）第５条の規定により、議会

の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

１ 施設の名称  御殿場市総合体育施設 

 

２ 指定管理者  御殿場総合サービスグループ 

         代表団体 御殿場市川島田１４４６番地の２４ 

              御殿場総合サービス株式会社 

     代表取締役 岸 泰弘 

 

３ 指定の期間  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 
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議案第６１号 

 

御殿場市馬術・スポーツセンターの指定管理者の指定について 

 

御殿場市馬術・スポーツセンターの指定管理者について、次のとおり指定したいので、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項及び御殿場市公の施設の指

定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年御殿場市条例第１４号）第５条の規定に

より、議会の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

１ 施設の名称  御殿場市馬術・スポーツセンター 

 

２ 指定管理者  御殿場総合サービスグループ 

         代表団体 御殿場市川島田１４４６番地の２４ 

              御殿場総合サービス株式会社 

     代表取締役 岸 泰弘 

 

３ 指定の期間  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 
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議案第６２号 

 

秩父宮記念公園の指定管理者の指定について 

 

秩父宮記念公園の指定管理者について、次のとおり指定したいので、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項及び御殿場市公の施設の指定管理者の指定手

続等に関する条例（平成１７年御殿場市条例第１４号）第５条の規定により、議会の議決

を求める。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

１ 施設の名称  秩父宮記念公園 

 

２ 指定管理者  御殿場総合サービスグループ 

         代表団体 御殿場市川島田１４４６番地の２４ 

              御殿場総合サービス株式会社 

         代表取締役 岸 泰弘 

 

３ 指定の期間  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 
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議案第６３号 

 

御殿場市東山旧岸邸の指定管理者の指定について 

 

御殿場市東山旧岸邸の指定管理者について、次のとおり指定したいので、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項及び御殿場市公の施設の指定管理者の

指定手続等に関する条例（平成１７年御殿場市条例第１４号）第５条の規定により、議会

の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

１ 施設の名称  御殿場市東山旧岸邸 

 

２ 指定管理者  東京都港区元赤坂一丁目５番８号 

株式会社虎玄 

代表取締役 黒川 光晴 

 

３ 指定の期間  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 
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議案第６４号 

 

御殿場市小山町土地開発公社定款の変更について 

 

 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第１４条第２項の規定に

より、御殿場市小山町土地開発公社定款を変更することについて、議会の議決を求める。 

  

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

御殿場市小山町土地開発公社定款の一部を変更する定款 

 

御殿場市小山町土地開発公社定款（昭和４８年８月２８日静岡県知事認可）の一部を次

のように変更する。 

題名を次のように改める。 

  御殿場市土地開発公社定款 

第２条中「御殿場市小山町土地開発公社」を「御殿場市土地開発公社」に改める。 

第３条を次のように改める。 

（設立団体） 

第３条 公社の設立団体は、御殿場市とする。 

第５条各号を次のように改める。 

(1) 理事１０人以内（理事長、副理事長及び常任理事各１人を含む。） 

(2) 監事２人 

第６条第３項及び第４項を次のように改める。 

３ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときは、その職務を代理し、理事

長が欠けたときは、その職務を行う。 

４ 常任理事は、常務を処理し、理事長、副理事長ともに事故があるときは、その職務を

代理し、理事長、副理事長ともに欠けたときは、その職務を行う。 

第１５条第１項第４号中「損益計算書」の次に「、キャッシュ・フロー計算書」を加え

る。 

第１８条第１項及び第２項を次のように改める。 

第１８条 公社の資産は、基本財産とする。 

２ 公社の基本財産の額は、２００万円とする。 
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第２３条中「市町」を「御殿場市」に改める。 

 第２４条第２項を次のように改める。 

２ 公社が解散した場合における残余財産は、御殿場市に帰属する。 

附 則 

この定款は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第６条第３項及び第４項、第 

１５条第１項第４号並びに第１８条第１項の変更規定については、静岡県知事の認可を受

けた日から施行する。 
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議案第６５号 

 

市道路線の廃止について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、次のとおり市道路

線を廃止したいので、議会の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

路線名 起   点 終   点 
重要な 

経過地 

6144号線 御 殿 場 市 印 野 1 5 5 7 番 1 地 先 御 殿 場 市 印 野 1 5 5 7 番 1 地 先 
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議案第６６号 

 

市道路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次のとおり市道路線

を認定したいので、議会の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

路線名 起   点 終   点 
重要な 

経過地 

2207号線 御 殿 場 市 萩 原 1 3 1 1 番 2 地 先 御殿場市萩原 1 2 8 3 番 2 8 地先 
 

2208号線 御 殿 場 市 御 殿 場 9 4 番 1 地 先 御 殿 場 市 御 殿 場 4 4 5 番 2 地 先 
 

3720号線 御 殿 場 市 大 坂 2 7 1 番 2 1 地 先 御 殿 場 市 大 坂 2 7 1 番 2 1 地 先 
 

4609号線 御 殿 場 市 板 妻 7 3 9 番 1 地 先 御 殿 場 市 板 妻 7 3 9 番 1 1 地 先 
 

5369号線 御殿場市茱萸沢291番 11地先 御殿場市茱萸沢 2 6 7番 1 1地先 
 

5370号線 御殿場市茱萸沢453番 11地先 御 殿 場 市 茱 萸 沢 5 4 6 番 1 地 先 
 

5371号線 御殿場市茱萸沢 2 6 5番 1地先 御 殿 場 市 仁 杉 1 4 7 2 番 地 先 
 

5372号線 御殿場市茱萸沢1060番31地先 御 殿 場 市 茱 萸 沢 4 9 7 番 9 地 先 
 

6199号線 御殿場市印野1 5 4 9番 1 2地先 御 殿 場 市 板 妻 5 8 4 番 7 地 先 
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同意第２号 

 

御殿場市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 次の者を御殿場市固定資産評価審査委員会委員に任命したいので、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求める。  

 

令和５年１１月２８日 提 出 

 

                         御殿場市長 勝 又 正 美    

 

氏    名 住    所 生年月日 

三澤 五朗   

 


